
 

- 1 - 
 

平成 23年３月８日 

 

 

 総務大臣 

  片山 善博 殿 

 

 

年金業務監視委員会 

委員長 郷原 信郎 

 

 

意   見 

 

 

 総務省組織令（平成 12 年政令第 246 号）附則第 20 条第２項に基

づき、厚生労働省及び日本年金機構が行う年金業務の実施状況につ

いて、下記のとおり、意見を述べます。 

 

記 

 

当委員会は、厚生労働省が、平成 22年 12月 15日付けで発した「第

３号被保険者期間として記録管理されていた期間が実際には第１号

被保険者期間であったことが事後的に判明した場合の取扱いについ

て」（平成 22 年 12 月 15 日年管企発 1215 第 2 号年管管発 1215 第 1

号厚生労働省年金局事業企画課長及び事業管理課長連名通知。以下

「課長通知」という。）に基づき実施された、年金記録上第３号被保

険者とされている者に対する、「運用３号」と称する措置の適法性、

妥当性について、平成 22年度第９回(平成 23年２月 16日開催)及び

第 10 回（平成 23 年２月 28 日開催）年金業務監視委員会において、

ヒアリングを行うなど調査審議した結果、以下の意見を取りまとめ

た。 
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今後、「運用３号」及びこれに関連する施策について具体的・総合

的な検討が厚生労働省において行われることになると思われるが、

当委員会としてもその検討状況を注視し、引き続き必要な調査審議

を行う。 

 

１ 結論 

  「運用３号」は、その内容が国民年金法(昭和 34 年法律第 141

号)に違反する疑いがある上、年金受給者間において著しい不公平

をもたらすと考えられることから、廃止すべきである。 

一方、年金記録上、既に第３号被保険者の資格を失っているにも

かかわらず、第３号被保険者として記載されている者に対して何ら

かの対策を講じる必要性があることも否定できないところであり、

早急に、公平・公正な対策を検討し、必要な立法措置を講ずるべき

である。 

  なお、「運用３号」の適用を受けることを申し出た者のうち、裁

定未了の者については、「運用３号」の適用を行わず、正規の種別

変更を行うこととし、既に裁定済みの者についても裁定の取消等

の措置を検討すべきである。 

 

２ 理由 

(1) 違法の疑い 

「運用３号」は、事実と異なる年金記録に基づいて、年金保

険料の支払期間の不足により国民年金の受給資格を欠く者等に

対して、法律上行うことができない疑いがある年金給付、又は

法律上想定している金額を超えた年金給付を行うことを、立法

措置によらず、厚生労働省の課長通知によって画一的に認める

ものであり、違法の疑いがある。 

 この点に関して、厚生労働省は、「運用３号」について、「年

金記録を過去に遡って職権で訂正することは、多くの年金受給

権者及び被保険者に不測の不利益を生じさせ、公的年金制度に

対する国民の信頼をも損ねることになることから、あえて、現
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状の年金記録を変更せずに尊重することにより、国民に大きな

負担を強いることなく、現行の年金制度を運用しようとするも

の」との理由により、運用として許容されるものとしているが、

そもそも、年金記録は、年金受給権の内容を確定するための手

段に過ぎないものであり、被保険者に年金受給の権限を付与す

るものではない。「年金記録の尊重」ということで年金支給の実

態要件を変更することは許されない。 

今回の「運用３号」を適用される年金記録上の「第３号被保

険者」が、どのような経緯で、事実と異なる年金記録のまま現

在に至ったのか、被保険者側に認識、悪意があったのかについ

て何らデータはなく、それらの者に「不測の不利益」が生じる

というのは憶測に過ぎない。 

このような措置をとることなく、第３号被保険者の資格を喪

失しているのに記録上第３号被保険者となっている者に対して

遡って職権訂正を行うことより、むしろ、今回の「運用３号」

の措置をとることの方が、「公的年金制度に対する国民の信頼を

損なう」ものであることは、後に述べるところからも明らかで

あり、実質的な観点から総合的に判断して「運用３号」は不適

当な措置である。 

 

(2) 実質的な不公平と不公正 

 「運用３号」は、被保険者、年金受給者間に著しい不公平を

もたらす。 

第一に、第３号被保険者の資格を失った後も、年金記録上第

３号被保険者として記載されていたために、長期間にわたって

国民年金の保険料が未納となっていた者に対して、第１号被保

険者への種別変更の手続を行い、長期間にわたって国民年金保

険料を支払ったことによって年金受給権を取得した者と同様の

年金受給資格を認めることは、保険料支払額と年金給付額との

バランスの面で不公平である。 

第二に、「運用３号」の適用開始前に、年金記録上第３号被保
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険者として誤って記載されていることを年金事務所、市区町村

の年金窓口等で指摘され、既に第１号被保険者への種別変更手

続を終えている者は適用されず、「運用３号」の適用開始後に種

別変更を行った者は一律に適用されることで、同じような立場

の被保険者に対して、僅かな時期の違いによって年金給付額の

著しい違いが生じ、不公平である。 

そして、重要なのは、「運用３号」の措置が、被保険者側が年

金制度を理解し、正規の届出を行ったり、年金事務所、市区町

村の担当者等が、正規の届出を行わせる方向で適切な措置をと

ったりした場合には適用されず、被保険者側が正規の届出を行

おうとせず、年金担当者等からも正規の届出を行わせるための

措置をとられなかった場合に適用されるという面で、著しい不

公正を生じることである。 

 

(3) 適用の判断の恣意性 

「運用３号」は、平成 22年３月 29日に厚生労働省において、

その方針が決定され、その９か月後の同年 12 月 15 日付けの課

長通知によって、平成 23年１月１日からの実施が指示されたも

のであるが、どの時点以降に受け付けた種別変更の届出につい

て「運用３号」を適用すべきかについて明確な指示が行われて

いたとは認め難く、現場の裁量によって、恣意的に適用が判断

されていた疑いがある。その原因は、本来、立法によってしか

行い得ない措置を、運用に関する指示によって行おうとしたこ

とにあると考えられる。 

 

(4) 年金の制度及び運用への信頼崩壊の恐れ 

 上記のように、違法の疑いがあり、著しく不公平・不公正を

生じる措置を、年金事務所等の現場に実質的に大幅な裁量を与

える形で実行することは、被保険者側のモラルハザードを生じ

させ、年金の制度運用に対する国民の信頼を著しく損なうこと

になりかねない。 
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遠い将来における年金受給のために、被保険者たる国民が長

期間にわたって保険料を納付し続けることで成り立っている

年金制度は、制度に対する国民の信頼なくして存立し得ない。

その信頼そのものを崩壊させかねない「運用３号」については、

速やかに廃止の決定を行うべきである。 

 

３ 参考事項 

  なお、当委員会の任務は、各種年金に関する厚生労働省及び日

本年金機構の事務のうち「事業の実施」に関する事務について調

査審議することであり、年金に関する制度の在り方は、直接的に

は審議事項には含まれない。しかしながら、今回の「運用３号」

について、「他に手段がない」ことを理由に正当化しようとされて

きた経緯を踏まえ、他の選択肢についても議論を行った。そこで、

今後、厚生労働省において今後とられる措置の参考として、当委

員会における議論に基づき「運用３号」の代替策についても、言

及しておきたい。 

  そもそも、「運用３号」という方法が考えられた背景には、法改

正を伴う措置をとることが困難との認識も影響していたと思料さ

れる。「運用３号」の措置をとることが決定された平成 22 年３月

の時点における国会情勢等からは、法改正が容易に行えないとの

認識を持ったことは、それなりにやむを得ない面もあったと思わ

れるが、今回、この「運用３号」の問題が大きく報道され、国会

でも取り上げられ、野党側からも、その措置の不当性が厳しく指

摘されている現状、及び「運用３号」と同様の取り扱いが長年に

亘り暗黙裏に放置されていたことについての政治全体の責任に鑑

みれば、与野党の協力の下に、時限立法によって、既に時効が完

成している保険料債権について幅広く特例納付を認めることや、

保険料未納期間を「カラ期間」として保険加入期間に算入するこ

とを認める等の措置をとることも十分に検討に値するものと考え

られる。 

  当委員会としては、国の側の対応が不十分だったために長期間
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にわたって事実と反する年金記録が放置されていた被保険者に対

する対策が公平で適法な手続によって行われることを強く望むも

のである。 
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